
 

 

 

 

オゾン層・紫外線の年のまとめ 

 （２０１２年） 

 

 

 

 

 

 

平成25年9月 

気象庁



 

 

目 次 

 

目次 

はじめに……………………………………………………………………………………………………１ 

 

 

第 I 部 オゾン層の状況……………………………………………………………………3  

 第 1 章 世界のオゾン層…………………………………………………………………………3  

                1-1 2012 年の世界のオゾン層の状況………………………………………………3  

1-2 世界のオゾン層の長期変化………………………………………………………7  

 第 2 章 日本上空のオゾン層……………………………………………………………………10 

2-1 2012 年の日本上空のオゾン層の状況…………………………………………10 

2-2 日本上空のオゾン層の長期変化…………………………………………………12 

 第 3 章 南極オゾンホール………………………………………………………………………17 

3-1 2012 年の南極オゾンホールの状況……………………………………………17 

3-2 南極オゾンホールの長期変化…………………………………………………22 

 第 4 章 北半球高緯度のオゾン層………………………………………………………………26 

4-1 2012 年の北半球高緯度のオゾン層の状況……………………………………26 

4-2 北半球高緯度におけるオゾン層の長期変化……………………………………29 

 

第Ⅱ部 紫外線の状況…………………………………………………………………………31 

 第 1 章 国内の紫外線…………………………………………………………………………31 

1-1 2012 年の国内の紅斑紫外線の状況……………………………………………31 

1-2 国内の紫外線の長期変化…………………………………………………32 

 第 2 章 南極域における紫外線…………………………………………………………………34 

2-1 2012 年の南極域における紅斑紫外線の状況…………………………………34 

2-2 南極域における紅斑紫外線の長期変化………………………………………35 

 

資料………………………………………………………………………………………………………36 

資料 1 南極各国基地におけるオゾン全量（2012年)……………………………………………36 

付録………………………………………………………………………………………………………37 

付録 1 解析に使用した観測資料………………………………………………………………37 

  付録 １－1 地上観測データ（オゾン)…………………………………………………………37 

  付録 １－2 地上観測データ（紫外線）  ……………………………………………………38 

付録 １－3 衛星観測データ（オゾン） ………………………………………………………39 

付録 2 長期変化傾向の算出における既知の自然変動成分の除去について…………………41 

付録 3 オゾン量の長期変化傾向の評価方法について………………………………………42

付録 4 折れ線フィッティングの計算について…………………………………………………45 

 

 

用語解説………………………………………………………………………………………………46 

参考文献…………………………………………………………………………………………………50 

謝辞………………………………………………………………………………………………………52 

 



 

- 1 - 
 

はじめに 

 

大気中のオゾンは上空約 10～50 kmの範囲に多く存在していることから、この層をオゾン層と

呼んでいる。オゾン層は太陽からの有害な紫外線を吸収し、地上の生態系を保護している。南極域

の上空では、9～11月頃にかけて成層圏のオゾンが著しく少なくなる現象が 1980年代初めから毎

年現れるようになった。この現象は南極オゾンホールと呼ばれている。南極オゾンホールに代表さ

れるオゾン層の破壊は南極域だけではなく、赤道付近を除く両半球で確認されている。また、北半

球高緯度では、南極オゾンホールのような顕著なオゾン層破壊が広範囲に発生することはない1が、

年によってはオゾンの少ない領域が現れることがあり、特に、1990 年以降の春季に数年おきに発

生している。 

オゾン層破壊の主因は、大気に放出されたクロロフルオロカーボン類（一般にフロンと呼ぶ）等

の人為起源のオゾン層破壊物質の大気への放出である。フロン類は、化学的に安定なことから対流

圏ではほとんど分解されないが、成層圏へと広がりそこで分解されてオゾンを破壊する原因となる

塩素原子等を放出する。オゾンは紫外線を吸収する特性をもっており、フロン等によりオゾン層が

破壊されると、地上において生物に有害な紫外線が増加し、生物への悪影響が懸念される。 

フロン等の排出によるオゾン層破壊の懸念によって、1980 年代半ばにはオゾン層保護の機運が

高まり、1985年に「オゾン層の保護のためのウィーン条約」、1987年に「オゾン層を破壊する物

質に関するモントリオール議定書」が採択された。このような国際的なオゾン層保護の動きの中で、

わが国では 1988年に「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」が公布、施行され

た。これを受けて、気象庁では 1989 年にオゾン層解析室を設置（1996 年 7 月オゾン層情報セン

ターに改組）し、当庁が実施しているオゾン・紫外線観測の結果を中心に、センターで入手した観

測データを用いて、毎年オゾン層の状況を調査解析し、その成果を年次報告として公表している。

2011 年の観測成果からは「オゾン層・紫外線の年のまとめ」として、気象庁ホームページに報告

書を掲載している。 

 本報告書の作成にあたり、気候問題懇談会検討部会に貴重なご助言をいただいた。ここに厚くお

礼を申し上げる。 

 

【報告書の構成】 

・第Ⅰ部では、2012 年のオゾン層の状況と長期変化について、世界全体（第 1 章）、日本上空

（第 2章）、南極域（第 3章）、北半球高緯度域（第 4章）と地域ごとに記載する。なお、第 3

章で言及する南極オゾンホールの規模（面積、オゾン欠損量、最低オゾン全量）の定義について

は巻末「用語解説」を参照のこと。 

オゾンの観測には、地上からのオゾン全量の観測、衛星からのオゾン全量の観測、オゾンゾン

デによる鉛直分布の観測、地上からの鉛直分布の観測（反転観測）等がある。第 I部では、主と

して気象庁が観測したデータおよびオゾン層情報センターが入手したデータをもとに解析した

オゾン層の状況を示した。 

 

・第Ⅱ部では、2012年の紫外線の状況と長期変化について、国内（第 1章）、南極域（第 2章）

と地域ごとに記載する。気象庁では、国内 3地点（札幌、つくば、那覇）および南極昭和基地で、

波長別の紫外線観測を行っており、第Ⅱ部では、それらのデータをもとに解析した紅斑（こうは

                                                   
1北半球では、南半球と比べて極渦が安定して存在できないため、極域成層圏雲（巻末「用語解説」参照）の発生の

目安となる－78℃以下となる領域が狭く、期間も短いため、北極で南極のような大規模なオゾンホールが発生しな
い。詳細については気象庁ホームページ「北極で南極のような大規模なオゾンホールが発生しない理由」 
（http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-23ozone_o3hole_npcomp.html ）を参照。 
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ん）紫外線量の状況を示した。なお、紫外線の量としては、UV-B等波長範囲によりいくつか定

義できるが、ここでは健康被害対策を目的として定義された紅斑紫外線量を用いている（紅斑紫

外線量については巻末「用語解説」を参照）。 

 

・本文では引用しない参考資料を「資料」に掲載したほか、解析に用いた観測資料の説明などの

補足情報を「付録 1」に示した。また、オゾン量の長期変化傾向を算出する前段階の処理として、

季節変動や太陽活動など既知の周期的な自然変動と相関の高い成分を除去する方法を「付録 2」

に、それらの成分を除去したデータから長期変化傾向を評価する方法を「付録 3」に、今回の報

告から導入した「折れ線フィッティング」の計算について「付録 4」にまとめた。本報告で用い

る専門用語を巻末「用語解説」に記載している。 

 

【報告書全体についての注意事項】 

 ・オゾン量と紫外線量の変動を表すための基準として用いる累年平均値を本報告書では「参照値」2

と呼ぶ。2012 年の状況を表現するのに、基準となる参照値からの差が標準偏差以内のときを

「並」、それより大きいときを「多い」、それより小さいときを「少ない」とする。  

  なお、第Ⅰ部で述べるように世界のオゾン量は 1980年代に顕著に減少しており、全般に 1990

年代半ば以降は少ない状況が継続している。オゾン量の参照値による 2012 年の評価は、近年

の平均的なオゾン量との比較であることに注意する必要がある。1980年以前のオゾン量と比較

して現在どの程度減少しているかなどの長期的な変化傾向は、各章の「長期変化」の節に記載

している。 

 

・オゾン層・紫外線に関する基礎知識、観測方法は、気象庁ホームページの下記サイトを参照の

こと。 

  ・気象等の知識「オゾン層・紫外線」 

   http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-0ozone.html 

  ・観測方法 

（オゾン層）http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-15ozone_observe.html  

（紫外線）http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/uvhp/3-45uvb_observe.html  

  

なお、オゾン層破壊物質に関する情報は、 

   ・温室効果ガス監視情報「フロン類濃度の経年変化」 

http://ds.data.jma.go.jp/ghg/kanshi/ghgp/cfcs_trend.html 

  を参照のこと。 

 

・本報告に含まれるデータには一部暫定値が含まれるため、確定値が算出された時点で今後若干

変更される可能性があるが、評価結果に影響を与えるほどの変更はないと考えられる。  

  オゾン層・紫外線の最新の図表・データは、気象庁ホームページの気象統計情報「オゾン層・紫外線」

から閲覧できる。 

  http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/diag_o3uv.html 

                                                   
2 1994～2008年の累年平均値（ただし衛星によるオゾン全量は 1997～2006年の累年平均値）。巻末「用語解説」
参照。 
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第Ⅰ部 オゾン層の状況 

 

第１章 世界のオゾン層 

1－1  2012年の世界のオゾン層の状況 

 2012年のオゾン全量は、南極大陸のほとんどの領域で参照値より10％以上多く、一部では15％

以上多かった（図Ⅰ1-1）。月別にみると、この領域では特に10～11月に＋30％以上の顕著な正偏

差が広い範囲でみられた（図Ⅰ1-2b）。これは、南極オゾンホールが例年より小さい規模で推移し

たことと対応している（第3章参照）。低緯度域では、赤道付近で帯状に参照値よりも少ない領域

が広がっており、一方、北緯20～30度、南緯20～35度付近では帯状の正偏差がみられた。このよ

うな低緯度域での帯状のオゾン全量偏差のパターンはQBO（準2年周期振動。巻末「用語解説」参

照）の影響が大きいと考えられる。北半球中緯度では全般に負偏差だった。月別にみると、3月に

北太平洋、北米大陸、イギリス付近で、4月に中央アジアから西シベリア付近で－10％以上の負偏

差がみられた。これらの領域では3月、4月に例年よりも対流圏界面が高かったことが天気図等から

わかっており、オゾン全量負偏差の主な要因と考えられる（対流圏界面が高くなると、オゾンの多

い成層圏の層の厚さが小さくなるため、その領域ではオゾン全量が少なくなる）。 

緯度帯別のオゾン全量月平均値の年間の推移を図Ⅰ1-3に示す。南緯60度～北緯60度で平均した

月平均オゾン全量は、全般的に参照値より少ない状態が継続した。これは、赤道付近のオゾン全量

負偏差が継続したことと、北半球中緯度の3～10月に負偏差が続いたことが主な要因と考えられる。 

南半球高緯度および北半球高緯度の状況の詳細については、それぞれ第3章、第4章で述べる。 

 

 

図Ⅰ1-1：2012年の世界のオゾン全量偏差（％）の年平均分布図（2012年） 

月平均オゾン全量偏差（%）の年平均分布。等値線は－10%～＋10％では2.5%間隔、±10％以上
では5%間隔。比較の基準である参照値は1997～2006年の累年平均値。年平均値は、北緯60度以
北の1月と11、12月および南緯60度以南の5～7月の太陽高度角の関係で観測できない時期を除い
て計算した。NASA提供の衛星データをもとに気象庁で作成。 

○2012年のオゾン全量は、南極大陸のほとんどの領域で参照値より 10％以上多く、一部は 15％

以上だった。 

○南緯 60度～北緯 60度で平均した月平均オゾン全量は、全般的に参照値より少ない状態が継

続した。 
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図Ⅰ1-2a：世界の月平均オゾン全量・偏差分布図（2012年1～6月） 

等値線間隔は、月平均オゾン全量（左列）については15 m atm-cm、偏差（右列）については5%。
陰影部は太陽高度角の関係で観測できない領域。比較の基準である参照値は1997～2006年の月別累
年平均値。NASA提供の衛星データをもとに気象庁で作成。 
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図Ⅰ1-2b：世界の月平均オゾン全量・偏差分布図（2012年7～12月） 

等値線間隔は、月平均オゾン全量（左列）については15 m atm-cm、偏差（%）（右列）につい
ては5%。陰影部は太陽高度角の関係で観測できない領域。比較の基準である参照値は1997～2006
年の月別累年平均値。NASA提供の衛星データをもとに気象庁で作成。 
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～南緯90度） 

図Ⅰ1-3：2012年の緯度帯別のオゾン全量月平均値偏差（％） 

比較の基準である参照値は1997～2006年の平均値。縦線は標準偏差。北緯60度以北の1月と11、12
月および南緯60度以南の5～7月は、太陽高度角の関係で観測がない。NASA提供の衛星データをもと
に作成。参照値からの差が標準偏差以内のときを「並」、それより大きいときを「多い」、それより小

さいときを「少ない」とした。 
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1－2 世界のオゾン層の長期変化 

 

オゾン全量の経年変化 

地上および衛星からの観測による月平均オゾン全量の1970～1980年の平均値に対する偏差（%）

の時系列を、図Ⅰ1-4に示す。世界全体のオゾン全量は1980年代から1990年代前半にかけて大きく

減少した。1990年代後半以降はほとんど変化がないかわずかな増加がみられるが、1979年以前と

比較すると少ない状態が続いている。地上観測データから求めた世界全体のオゾン全量の2012年

のEESC（Newman et. al, 2007）フィッティング値（付録3参照）は、1979年を基準とすると

2.0±0.1%少なかった。1980年代は減少率が大きく、世界全体では－1.8±0.1%/10年、北半球中緯

度では－2.4±0.3%/10年、南半球全体では－2.1±0.2%/10年の減少がみられた。低緯度では

－0.5±0.1%/10年と減少の割合は小さい。ただし、南半球全体および低緯度はそれぞれ観測点が9

地点および12地点と少ないことに注意が必要である。 

オゾン全量の減少が1990年代半ば以降みられなくなったことは、クロロフルオロカーボン類の

大気中濃度が1990年代以降ほとんど増加していないか緩やかに減少していることに関係している

と考えられる。北半球中緯度では、1993年ごろに地上観測と衛星観測ともに最小値を記録したが、

これは、ピナトゥボ火山噴火（1991年6月）にともない、成層圏のエーロゾル粒子が増加し、その

粒子表面での不均一反応（巻末「用語解説」参照）によってオゾン破壊が促進されたためと考えら

れている。 

(N=63)

(N=39) 

(N=12) 

(N=9) 

図Ⅰ1-4：世界のオゾン全量偏差（％）の経

年変化 

緑実線は世界の地上観測によるオゾン全量

偏差（％）、青丸は衛星観測データによる

オゾン全量偏差（％）で、太陽活動など既

知の周期的な自然要因と相関の高い変動成

分は除去している（付録 2 参照）。比較の
基準値は 1970～1980 年の平均値。赤実線
は地上観測データに対するEESCフィッテ
ィング曲線。(a)世界全体（衛星データは北
緯 70 度～南緯 70 度の平均）、(b) 北半球
中緯度（北緯 30～60度平均）、(c) 低緯度
（北緯 30度～南緯 30度平均）、(d) 南半
球全体（衛星データは 0 度～南緯 70 度平
均）のオゾン全量の変化の割合を示す。世

界の地上観測点は世界オゾン・紫外線資料

センター（WOUDC）のデータを用いてお
り、各領域で使用した地点数は各図の右上

のカッコ内に示した。衛星データは NASA
提供のデータを用いた。 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

○世界全体のオゾン全量は 1980 年代から 1990 年代前半にかけて大きく減少した。1990 年代

後半以降はほとんど変化がないかわずかな増加がみられるが、1979年以前と比較すると少な

い状態が続いている。 

○長期変化傾向を解析すると、2012年のオゾン全量は、1979年と比べて世界全体で 2.0±0.1%

少なく、緯度別にみると中緯度～高緯度にかけて減少の割合が大きい。月別では、北半球高

緯度で 3～4月に、南半球中高緯度で 8～12月に減少の割合が大きい。 
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緯度帯別オゾン全量の長期変化傾向 

オゾン全量の長期変化傾向の緯度による違いを示すため、2012年の緯度帯別オゾン全量の1979

年に対する変化の割合を、図Ⅰ1-5aに示す。EESCフィッティングを用いて衛星観測によるオゾン

全量データから求めた値である。低緯度を除き統計的に有意な減少がみられ、減少の割合は高緯度

ほど大きくなり、特に南半球高緯度では約10%減少している。 

一方、最近の変化傾向を示すため、1997～2012年のデータから直線回帰により求めた変化傾向

を図Ⅰ1-5bに示す。北緯30度～南緯40度、南緯60～70度では、衛星観測で有意な増加傾向がみら

れた。北半球中緯度の北緯30～40度では、増加傾向がみられたが有意ではなかった。地上観測デ

ータからは、全般に増加傾向の地点がみられるが、北緯45度付近より北では負偏差を示す地点が多

くなり、ばらついている。なお、成層圏の塩素量を一定にした数値モデルを用いた実験では、北半

球中緯度の近年のオゾン全量の増加傾向が再現されており（Hadjinicolaou et al., 2005）、北半球

中緯度のオゾン全量の増加には大気循環の自然変動が寄与している可能性がある。このため、最近

のオゾン全量の増加傾向の原因を成層圏の塩素量の減少だけと判断することはできない3。 

 

                                                   
3 気象庁ホームページ「オゾン量の経年変化に影響を及ぼす自然変動」(http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ 
ozonehp/3-24ozone_o3variability.html)参照。 

オ
ゾ
ン
全
量
の
変
化
の
割
合
（
％
）
 

（％/10年) 

図Ⅰ1-5：オゾン全量の長期変化傾向および最近の変化傾向の緯度帯別分布 

（a） EESCフィッティングを用いて求めた2012年オゾン全量の1979年に対する変化の割合（%）。
衛星観測データは緯度帯（10度）ごとにプロットしている。衛星観測データの縦線は95％信頼区間
の範囲。 
（b） 1997～2012年のデータから直線回帰により求めた変化傾向（%/10年）。 
衛星観測データの縦線は95％信頼区間の範囲。 
世界の観測地点のオゾン全量データ（最近4年間（2009～2012年）に観測データのない地点を除く
53地点）、NASA提供の衛星観測データから作成。 
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緯度帯別の長期変化傾向の季節変化を示すため、図Ⅰ1-6に、2012年オゾン全量の1979年に対

する変化の割合（%）を緯度ごとに月別に示した。衛星観測データからEESCフィッティングを用

いて求めている。北半球高緯度では3～4月に、南半球中高緯度では8～12月にオゾンの減少の割合

が大きい様子がわかる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ1-6：帯状平均したオゾン全量の緯度帯別長期変化傾向の季節変化 

2012年オゾン全量の1979年に対する変化の割合（%）の月別分布。EESCフィッティングを用いて求
めた。等値線間隔は2%。薄い陰影部は95%信頼区間で減少している領域。濃い陰影部は太陽高度角
の関係で観測できない領域。NASA提供の衛星観測データから作成。 
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第２章 日本上空のオゾン層 

2－1 2012年の日本上空のオゾン層の状況 

 

2012年のオゾン全量の状況 

気象庁で観測している日本上空のオゾン全量について2012年における月平均値を図Ⅰ2-1に示す。 

2012年のオゾン全量の月平均値は、参照値と比較すると4地点ともに「並」の月が多かった。札

幌では、12月に「多い」、3月、9～10月は「少ない」となった。特に、9月はその月として観測開

始（1958年）以来2番目に少なかった。つくばでは、2月に「少ない」となった。那覇では4～5月

と9月、11月に「多い」となった。特に、5月と9月はその月として観測開始（1974年）以来最も多

かった。南鳥島では、1月、5月、8～9月に「多い」となり、それ以外の月は「並」だった。 

 

 

 

 

 

 

 

○2012年の日本上空の月平均オゾン全量は、4地点ともに「並」の月が多かった。 

○那覇の 5月と 9月の月平均オゾン全量は、その月として観測開始以来最も多かった。 

図Ⅰ2-1：2012年の日本上空の月平均オゾン全量 

国内4地点（札幌、つくば、那覇、南鳥島）における月平均オゾン全量の年変化。●印は2012年の
月平均値。折線（実線）は参照値（1994～2008年の累年平均値）。縦線は標準偏差。 
参照値からの差が標準偏差以内のときを「並」、それより大きいときを「多い」、それより小さいと

きを「少ない」とした。 

●「多い」、●「並」、●「少ない」 
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2012年のオゾン分圧の高度分布の状況 

オゾンゾンデ観測による日本上空のオゾン分圧および規格化偏差の高度分布を図Ⅰ2-2に示す。

オゾン分圧（図Ⅰ2-2a）を見ると、各地点とも30～50hPa（高度25km）付近を中心としてオゾン

分圧の高い層がみられる。このオゾン分圧の高い層での規格化偏差（図Ⅰ2-2b）をみると、国内3

地点ともに、下部成層圏の50hPa（高度21km）付近を中心とした層で、札幌の9月を除き、年を通

じてオゾン分圧が参照値より高い傾向がみられた。特に、那覇の5～6月、9～11月で規格化偏差が

＋2以上の領域が広くみられた。また、上部成層圏では、札幌の10月の8hPa（34km）付近で規格

化偏差が－2以下の領域がみられた。一方、対流圏（地上から高度約10kｍ付近まで）では、札幌

の5～6月、10月、つくばの4～5月、10～12月、那覇の9～12月で規格化偏差が＋3以上の領域がみ

られた。 

 

 

図Ⅰ2-2：国内3地点のオゾン分圧・規格化偏差の高度分布（2012年） 

札幌、つくば、那覇のオゾンゾンデ観測による（a）オゾン分圧、（b）規格化偏差の高度分布
図。オゾン分圧図（a）は個々の観測値を、規格化偏差図（b）は月平均値を用いて作成。比較
の基準となる参照値は、1994～2008年の累年平均値。規格化偏差は月平均値の参照値からの偏
差を標準偏差で割った値。観測データのない高度については、前後の期間のオゾン分圧から内

挿処理を行っている。なお、各地点の参照値および標準偏差の図は、気象庁ホームページ「オ

ゾンの世界分布と季節変化」(http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/ 
3-20ozone_avemap.html)に掲載している。 

（a）オゾン分圧              （b）規格化偏差 
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図Ⅰ2-3：日本上空のオゾン全量の年平均値の経年変化 

札幌、つくば、那覇、南鳥島におけるオゾン全量の年平均値の経年変化。この図では、観測値を

そのまま使用した（太陽活動など既知の周期的な自然要因と相関の高い変動成分は除去していな

い）。 

2－2 日本上空のオゾン層の長期変化 

日本上空のオゾン全量の経年変化 

札幌、つくば、那覇、南鳥島のオゾン全量の年平均値の経年変化を図Ⅰ2-3 に示す。札幌とつく

ばのオゾン全量は、主に 1980年代を中心に 1990年代初めまで減少が進んだ。また、1980年代の

オゾンの減少は高緯度ほど大きい傾向がある。緯度帯別の長期変化傾向（図 I1-5、図 I1-6）でみ

てもオゾン全量の減少は高緯度ほど大きい傾向があるが、国内においても 1990年代半ばまではそ

の傾向がみられる。1990年代半ば以降は、国内 4地点ともに緩やかな増加傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

日本上空のオゾン全量の季節別経年変化 

日本上空のオゾン全量の季節平均値について観測全期間平均からの偏差の経年変化を図Ⅰ2-4に

示す。長期的にみると、札幌ではどの季節も1990年代以降負偏差を示すことが多く、春季と冬季

に特に顕著である。ただし、2000年代は1990年代と比較して負偏差が小さくなっている。また、

つくばの冬季でも1980年代から1990年代初めまでの減少傾向が明瞭である。一方、那覇の全ての

季節で2000年代以降に正偏差を示すことが多く、1990年代半ば以降増加傾向がみられる。 

  

○国内のオゾン全量は、特に札幌とつくばで 1980年代を中心に 1990年代初めまで減少が進み、

1990 年代半ば以降は、国内 4 地点（札幌、つくば、那覇、南鳥島)で緩やかな増加傾向がみ

られる。 

○オゾン量の長期変化傾向として、 

・2012年のオゾン全量は、1979年と比べて札幌で 2.7%少なく、那覇で 3.9％多かった。 

・1990年代半ば以降は、国内 3地点でオゾン全量に増加傾向がみられ、札幌と那覇の増加の

割合が大きかった。 

・2012年の日本上空のオゾン量は、1979年と比べて、国内 3地点の高度 20hPa付近と、札

幌とつくばの 5hPa以上、那覇の 1hPa付近、および札幌の 200hPa～50hPa付近で減少傾

向がみられた。 



 

- 13 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ2-4：日本上空のオゾン全量の季節平均値の偏差の経年変化 

札幌、つくば、那覇、南鳥島におけるオゾン全量の季節平均値に対する全期間平均からの偏差の経

年変化。（a）春（3～5月）、（b）夏（6～8月）、（c）秋（9～11月)、（d）冬（前年12月～2月)
についての値。 
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図Ⅰ2-5：日本上空のオゾン全量の長期変化傾向 

国内のオゾン全量観測による1979年以降のオゾン全量(m atm-cm)。黒線は、太陽活動など既知の周期的な自然要

因と相関の高い変動成分を除去した値である。赤線は、折れ線フィッティングによる直線を示す。上から、札幌、

つくば、那覇のデータ。 

日本上空のオゾン全量の長期変化傾向 

国内3地点の地上観測データを用いたオゾン全量（黒線。太陽活動など既知の周期的な自然要因

と相関の高い変動成分を除去した値）と長期的な変化傾向（赤線）を図Ⅰ2-5に示す。1990年代半

ばまでのオゾン全量の減少に対し、1990年代半ば以降の増加が見られるが、個別の観測地点につ

いては必ずしもEESCフィッティングが有効ではないため、EESCが最大となる1996年末を転換点

とした折れ線フィッティングにより長期変化傾向を示した（付録3参照）。 

2012年のオゾン全量は、1979年と比べて、通年では札幌で2.7%少なく、那覇で3.9％多く、いず

れも統計的に有意（95％の信頼区間の範囲が全て減少あるいは増加）であった（表Ⅰ2-１）。季節

別にみると、那覇では冬季を除いて有意に増加している。 

1980年代のオゾン全量は、札幌とつくばで通年で有意に減少しており、緯度の高い地点ほど減

少の割合が大きい（表Ⅰ2-2）。季節別にみると、札幌は全ての季節で有意に減少し、冬季と春季

に減少の割合が大きく、つくばは春季と冬季で有意に減少している。 

1997年以降の変化傾向（表Ⅰ2-3）をみると、3地点ともに通年で有意な増加がみられ、札幌と

那覇でその割合が大きかった。季節別にみると、札幌の秋季、つくばの冬季をのぞいた季節と、那

覇の全ての季節で有意に増加している。これらの増加傾向には、成層圏の塩素量の減少が関係して

いるとみられるが、大気循環の自然変動も寄与している可能性がある4。 

 

                                                   
4気象庁ホームページ「オゾン量の経年変化に影響を及ぼす自然変動」(http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ 
ozonehp/3-24ozone_o3variability.html)を参照。 
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表Ⅰ2-1：日本上空のオゾン全量長期変化傾向 

2012年オゾン全量の1979年に対する変化の割合（%）。カッコ内は、95％の信頼区間の範囲を示し、色を

付けたものは、統計的に有意（95%の信頼区間の範囲がすべて正か負）なものである。通年、春、夏、秋、

冬は、それぞれ1～12月、3～5月、6～8月、9～11月、12～2月。3地点とも折れ線フィッティングから求

めた。 

表Ⅰ2-3：日本上空のオゾン全量の1997年以降の変化傾向 

折れ線フィッティングにより求めた1997年以降の変化傾向（%/10年）と95％の信頼区間の範囲。色を付けたも

のは、統計的に有意（95％の信頼区間の範囲がすべて正か負）なものである。通年、春、夏、秋、冬は、それ

ぞれ1～12月、3～5月、6～8月、9～11月、12～2月。 

表Ⅰ2-2：日本上空のオゾン全量長期変化傾向（1980年代の変化の割合） 

折れ線フィッティングの前半部のトレンドから求めた1980年代の変化量（%/10年）。カッコ内は、95％

の信頼区間の範囲を示し、色を付けたものは、統計的に有意（95％の信頼区間の範囲がすべて正か負）な

ものである。通年、春、夏、秋、冬は、それぞれ1～12月、3～5月、6～8月、9～11月、12～2月。 

通年 -2.7 （ -4.4 ～ -1.0 ) 0.5 （ -1.3 ～ 2.2 ) 3.9 （ 2.7 ～ 5.1 )

春 -2.5 （ -6.4 ～ 1.4 ) 1.2 （ -2.8 ～ 5.2 ) 3.7 （ 1.1 ～ 6.3 )

夏 -1.9 （ -4.6 ～ 0.8 ) 0.9 （ -1.8 ～ 3.7 ) 4.5 （ 2.3 ～ 6.8 )

秋 -2.6 （ -5.4 ～ 0.1 ) 1.8 （ -0.9 ～ 4.4 ) 5.1 （ 3.0 ～ 7.3 )

冬 -3.1 （ -7.4 ～ 1.2 ) -1.7 （ -6.0 ～ 2.6 ) 2.5 （ -0.2 ～ 5.2 )

札幌 つくば 那覇

通年 -3.2 ± 0.7 -1.1 ± 0.7 -0.1 ± 0.5

春 -4.0 ± 1.6 -1.7 ± 1.7 -0.7 ± 1.1

夏 -2.4 ± 1.1 -0.8 ± 1.2 0.8 ± 0.9

秋 -1.9 ± 1.2 -0.1 ± 1.1 0.5 ± 0.9

冬 -4.4 ± 1.8 -1.9 ± 1.8 -0.8 ± 1.1

札幌 つくば 那覇

通年 2.1 ± 0.9 1.7 ± 0.8 2.7 ± 0.6

春 3.2 ± 2.0 2.8 ± 2.0 3.3 ± 1.3

夏 1.6 ± 1.3 1.5 ± 1.3 2.0 ± 1.0

秋 0.5 ± 1.3 1.3 ± 1.3 2.7 ± 1.0

冬 3.4 ± 2.3 1.2 ± 2.1 2.7 ± 1.3

札幌 つくば 那覇
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日本上空のオゾン鉛直分布の長期変化傾向 

日本上空のオゾン鉛直分布の長期変化傾向をみるため、2012年の成層圏のオゾン量の1979年に

対する変化の割合（%）について鉛直分布を図Ⅰ2-6aに示す。2012年のオゾン量は、1979年と比

べて上部成層圏（5hPa（高度35km）以上）では、札幌とつくばの5hPa以上、那覇の1hPa（高度

45km）付近で有意に減少している。下部成層圏では、3地点ともに20hPa（高度約25km）付近で

有意に減少し、札幌の200～50hPa（高度10～20km）付近でも有意な減少傾向がみられる。これ

らのオゾン減少は、ともにクロロフルオロカーボン類などから解離した塩素によるものと考えられ

るが、その破壊メカニズムは異なっている。上部成層圏での減少は、塩素原子との気相反応が関わ

る触媒反応サイクルによるのに対し、下部成層圏での減少は主にエーロゾル粒子表面での不均一反

応（巻末「用語解説」参照）によって活性化される別の触媒反応サイクルによると考えられている。 

1997年以降の変化傾向（図Ⅰ2-6b）をみると、上部成層圏では、5hPa（高度35km）以上で札

幌は有意な減少傾向が、つくばは有意な増加傾向がみられる。対流圏から下部成層圏では、札幌の

50hPa（高度20km）～20hPa （高度27km）と150hPa（高度13km )付近で有意な増加傾向がみ

られ、つくばでは30hPa（高度24km）以下のほとんどの高度で、那覇では30hPa（高度24km）以

下の全ての高度で有意な増加傾向がみられた。 

 

 

（a）2012年オゾン量の 1979年に対する変化の割合（％） 高度 

（b）1997年以降の変化傾向（％/10 年） 

変化の割合（%）         変化の割合（%）          変化の割合（%）   

高度 

気圧 

図Ⅰ2-6：日本上空のオゾン鉛直分布の長期変化傾向 

（a）2012年オゾン量の1979年に対する変化の割合（%）、（b）1997年以降の変化傾向（%/10年）。
●印はオゾンゾンデ観測データ、○印は反転観測データによる。外側の折線は95%信頼区間の範囲。
折れ線フィッティングによる長期変化傾向の解析より求めた（付録3参照）。那覇は、1989年より前
のオゾンゾンデ観測データがないため、a図では反転観測の結果のみ示す。なお、反転観測の約45km
の○印は、高度40km付近より高い気層について合計した量の変化傾向を表している。 

気圧 

変化傾向（%/10年）             変化傾向（%/10年）          変化傾向（%/10年） 
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第３章 南極オゾンホール5
 

 

3－1 2012年の南極オゾンホールの状況 

 

衛星による観測 

衛星観測データの日別値から求めた 2012 年のオゾンホールの規模の推移を、図Ⅰ3-1 に示す。

2012 年のオゾンホールは、例年と同様に 8 月に発生した後、過去（2002～2011 年）の同時期と

比べて小さい規模で推移し、9 月 22 日に今年の最大面積である 2,080 万 km2（南極大陸の約 1.5

倍）まで拡大した。その後、オゾンホールの面積は、9月末から減少しはじめ、過去（2002～2011

年）の同時期と比べて小さい規模で推移し、11月 16日に消滅した（図Ⅰ3-1a）。オゾン欠損量は

9月 22日に年最大値である 6,810万トン、最低オゾン全量は 10月 1日に年最低値である 123 m 

atm-cmとなった。 

2012年の最大面積は、1990年代以降で最も小さかった。2012年のオゾン欠損量の年最大値は、

1990年代以降では1990年、2002年についで3番目に小さく、最低オゾン全量の年最低値は、2002

年についで2番目に高かった。 

 

                                                   
5 南極オゾンホールの規模の定義については巻末の「用語解説」を、オゾンホール詳細については気象庁ホームペ
ージ「南極オゾンホール」（http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-30ozone_o3hole.html)を参照。 

○2012 年のオゾンホールの面積は 9 月 22 日に最大となったが、観測された年最大値は 2,080

万 km2に留まり、1990年代以降で最も小さかった。このことは、極域成層圏雲が出現する目

安となる－78℃以下の領域の面積が 7～8月にかけて小さかったこと、南半球冬季の対流圏で

の例年より活発な波活動の影響で低緯度側からのオゾン量の多い空気塊の流入が促進された

ことが要因として考えられる。 

○2012年の南極オゾンホールの期間の昭和基地上空の月平均オゾン全量は、9～12月に「多い」

となった。 

図Ⅰ3-1：オゾンホールの規模（2012年7～12月） 

NASA提供の衛星データをもとに気象庁で作成。 

  

（a）面積 （b）オゾン欠損量 

（c）最低オゾン全量 

2012年の値 

過去 10年間（2002～2011年）の平均値 

過去 10年間（2002～2011年）の値の範囲 

（a）南極大陸の面積 
（c）オゾンホールの広がりの目安となる 
  220 m atm-cm 
{ 
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南極昭和基地における地上観測 

昭和基地で観測したオゾン全量日代表値の2012年の推移を図Ⅰ3-2に示す。9月上旬からオゾン

ホールの目安である220 m atm-cmを大きく下回るようになり、9月23日に2012年の最小値である

176 m atm-cmを記録した。しかし、オゾンホールが大気擾乱によって移動または変形することに

対応して、9月下旬から10 月には、昭和基地がオゾンホールの外側に位置する日も多く、オゾン全

量が220 m atm-cmを上回ることが多くなった。11月6日以降は220 m atm-cmよりも高くなり、以

後ほぼ300～370 m atm-cmの範囲で推移した。  

2012年の南極昭和基地上空の月平均オゾン全量を参照値と比較すると、オゾンホール期間の9～

12月に「多い」となった（図Ⅰ3-3）。特に、11月はオゾンホールが出現する以前の期間の平均に

近い値だった。 

 

 

 図Ⅰ3-2：南極昭和基地におけるオゾン全量日代表値（2012年8～12月） 

●は2012年の観測値（日代表値）。濃い青色の領域の上端と下端は観測開始（1961年）以来の最大お
よび最小値。緑色の横点線はオゾンホールの目安である220 m atm-cmの値。 

図Ⅰ3-3：2012年の南極昭和基地における月平均オゾン全量

●印は2012年の月平均値。実線は参照値（1994～2008年
の累年平均値）で、縦線はその標準偏差である。点線はオ

ゾンホールが出現する以前の1961～1980年の累年平均値。
参照値からの差が標準偏差以内のときを「並」、それより大

きいときを「多い」、それより小さいときを「少ない」とし

た。 

●「多い」、●「並」、●「少ない」 
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南極昭和基地におけるオゾンゾンデ観測 

南極オゾンホールの鉛直構造の特徴は、通常オゾン量が多い50hPa（高度19km）付近における

オゾンが大きく減少することである。2012年の昭和基地上空におけるオゾン分圧の鉛直分布を図

Ⅰ3-4に示す。図Ⅰ3-4aをみると、2012年も、50hPa（高度19km）付近でオゾンの減少がみられ、

1～8月に100～30hPa（高度15～23km）付近で10mPa以上となっていたオゾン分圧が、9月下旬

～10月にかけて2.5mPa以下と極めて低い値となった。一方、30～10hPa（高度23～30km）付近

では、10月前半に10mPaを上回るオゾン分圧が観測された。11月になると、100～20hPa（高度15

～25km）の広い範囲でオゾン分圧が12.5hPa以上と高くなり、12月もやや縮小しながら継続した。

これは、昭和基地のオゾン全量が11月6日以降、220 m atm-cmを上回るようになった（図Ⅰ3-2）

ことと対応している。 

月平均値の規格化偏差（図Ⅰ3-4b）をみると、オゾンホールが現れた8月以降は、全般に参照値

より多く、特に8月の100hPa（高度15km）付近で規格化偏差が＋2以上となった。また、11月の

100hPa（高度15km）付近と400hPa（高度6km）付近で規格化偏差が＋5以上だった。 

 

図Ⅰ3-4：南極昭和基地の（a）オゾン分圧と（b）その規格化偏差の高度分布（2012年1～12月） 

オゾン分圧図（a）は個々の観測値を、規格化偏差図（b）は月平均値を用いて作成。規格化偏差は月
平均値の参照値からの偏差を標準偏差で割った値。観測データのない高度については、前後の期間の

オゾン分圧から内挿処理を行っている。なお、参照値および標準偏差の図は、気象庁ホームページ

(http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-20ozone_avemap.html)に掲載している。 

（a）オゾン分圧 

（b）規格化偏差 
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2012年のオゾンホールに関連する下部成層圏の気象状況 

オゾンホールの形成に大きな役割を果たす極域成層圏雲（巻末「用語解説」参照）が生成される

ための気象条件は、南半球の冬季から春季にかけて極渦が安定し下部成層圏の低温（‐78℃以下の

低温）が持続することである。冬季の極域成層圏雲の面積が大きいほど、その年のオゾンホールの

規模が大きくなる傾向がある。一方、オゾンホールの発達を妨げる要因として、対流圏からの波活

動が活発になることがあげられる。南半球冬季に対流圏の波活動が活発になると、春先に極渦周辺

の気温が高くなり（Newman et. al, 2004）、その結果、低緯度側からオゾン量の多い空気塊の輸

送が増えるため、オゾンホールの発達を妨げる。 

2012年の南極下部成層圏（50hPa）の領域最低気温6（図I3-5a）は、例年と同じ5月中旬～10月

上旬の期間―78 ℃以下であり、この期間中はほぼ平均程度で推移した。9月下旬に急速に昇温した

後、10月中旬以降のほとんどの期間で過去の平均より高い状態だった。なお、7月上・中旬にも気

温が上昇し、過去の平均より高くなっている。また、オゾンホールの規模と密接な関係のある－78℃

以下の領域の面積（図I3-5b）は、ほぼ平均程度に推移したが、7月後半、8月下旬および9月下旬以

降で過去の平均より小さくなり、10月上旬に面積がゼロとなった。 

2012年のオゾンホールの規模は、1990年代以降で最も小さかった。これは、極域成層圏雲が出

現する目安となる－78 ℃以下の領域の面積が、7～8月にかけて小さかったこと、また、2012年冬

季に南半球対流圏の波活動が例年より活発だったため、低緯度側からのオゾン量の多い空気塊の流

入が促進され、オゾンホールの発達が妨げられたことが要因と考えられる。 

                                                   
6 「オゾン層・紫外線の年のまとめ（2011年）」においては、南極下部成層圏として 30hPaの気温データを用いて

いた。しかし、WMOの報告等では 50hPaのデータが用いられることが多く、最大オゾン欠損量との相関も良いこと

が確認されているため、本稿よりこれを用いることとする。 
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(b)50hPa -78℃以下の領域面積 

（a）50hPa 最低気温 

図Ⅰ3-5：2012年の南極域上空の (a) 下部成層圏の最低気温および (b) 気温が-78℃以下の領域の

面積 

2012年の南緯60度以南の50hPa（高度約20km）面における（a）日別の領域最低気温と（b）極域
成層圏雲の出現する目安となる－78 ℃以下の領域の面積。陰影中の黒太実線は1979～2011年の累年
平均値。陰影の外の黒細実線は同期間の最高（最大）値および最低（最小）値。陰影は標準偏差の

範囲。上図の横の緑線は極域成層圏雲出現の目安である－78 ℃。米国海洋大気庁・米国大気研究セ
ンター（NCEP-NCAR）による解析値（Kalnay et. al, 1996）をもとに作成。1979～2011年の累年
平均値との差が標準偏差以内のときを「平均程度」、それより大きいときを｢高い｣「大きい」、それ

より小さいときを｢低い」「小さい」とした。 
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3－2 南極オゾンホールの長期変化 

 

衛星観測データからみたオゾンホールの経年変化 

オゾンホールの面積とオゾン欠損量の年最大値、および年最低オゾン全量の経年変化を図Ⅰ3-6

に示す。これによると、南極オゾンホールの規模は1980年代から1990年代半ばにかけて急激に拡

大した。1990年代半ば以降は、年々変動はあるものの、長期的な増加傾向はみられなくなった。

しかし、オゾンホールの規模は依然として大きい状態が続いている。 

オゾンホールの規模には、オゾン層破壊物質の濃度の変化にともなう長期的な変化に加えて年々

変動がみられる。特に、2000年以降は、年々変動が大きい傾向があり、2002年、2004年、2010年

はオゾンホールの規模が一時的に小さくなっている。このような年々変動は、南極域上空の成層圏

の大気の変動に関係しており、南半球の冬季から春季にかけての成層圏の極渦の強さや下部成層圏

の気温に対応している。2002年の場合は、南極域上空で冬季から初春の下部成層圏の気温が高く、

極域成層圏雲の発生する－78℃以下の面積が例年より小さかったこと、初春に大規模な成層圏突然

昇温が発生し、極渦が分裂したため、低緯度のオゾン濃度の高い空気と混合したことなどによりオ

ゾンの破壊が大きく緩和された。 

図Ⅰ3-7に、オゾンホールの目安である220 m atm-cm以下の領域が消滅した日の経年変化を示す。

消滅日は1990年頃まで年々遅くなる傾向があった。1990年代半ば以降は2002年に早く（11月中）

消滅したほかは、12月に消滅することが多かった。2012年の消滅日は11月16日であり、1990年代

以降では2002年についで2番目に早かった。 

 

 

・南極オゾンホールの規模は 1980年代から 1990年代半ばにかけて急激に拡大したが、1990年

代半ば以降は、年々変動はあるものの長期的な増加傾向はみられなくなった。 

・南極昭和基地における 9～12月の月平均オゾン全量は、1980年頃から減少し、1990年代半ば

以降は少ない状態が続いている。 

・南極昭和基地のオゾンゾンデ観測による高度 12～20km の 10 月の月平均オゾン量は、1980

年代に急激に減少し、1990年代後半以降のほとんどの年で 1970年代と比較して 20％以下の

少ない状態だった。 

図Ⅰ3-6：オゾンホールの規模の経年変化 

NASA提供の衛星データをもとに作成（主に TOMS/OMIデータを使用。1995年のみ TOVSの高
分解能赤外放射計のデータを使用）。 

（b）オゾン欠損量 

（c）最低オゾン全量 

（a）オゾンホール面積

（年）（年）

（年）

（a）オゾンホールの面積 
（b）オゾン欠損量 
（c）最低オゾン全量の年極値 { 

{ 
（a）南極大陸の面積 
（c）オゾンホールの広がりの目安となる 
  220 m atm-cm 
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南極昭和基地上空のオゾン量の経年変化 

南極昭和基地における春～秋季にかけての月平均オゾン全量の経年変化を図Ⅰ3-8に示す。オゾ

ンホールのない時期（1～3月）と比較すると、オゾンホールの時期にあたる9～12月のオゾン全量

は1980年頃から減少し、1990年代半ば以降は少ない状態が継続しているのがわかる。昭和基地で

のオゾン量の変化が必ずしもオゾンホールの規模の変化をそのまま反映しているわけではないが、

昭和基地上空はオゾンホールの縁辺となることが多く、オゾンホールの規模の目安となっている。

9～11月の時系列において、2002年にオゾン全量が急増しているのは、前頁で述べた2002年9月に

発生した南極域の成層圏突然昇温がもたらした、成層圏の気温が過去50年で最高となるような特異

な気象条件に対応しており、昭和基地も含め南極全域でオゾン破壊が大規模には進まなかったこと

による。2012年のオゾンホール時期（9～12月）のオゾン全量は、いずれの月も1990年代半ば以降

の中では多かった。 

図Ⅰ3-9に、昭和基地のオゾンゾンデ観測による10月の高度12～20kmの層内における月平均オ

ゾン量の経年変化を示す。この高度のオゾン量は、オゾンホールの発達にともなって大きく減少す

るため、オゾンホールの長期的な変化傾向についてのよい指標になる。この高度のオゾン量は、

1980年代に急激に減少した後、1990年代初め以降は低いレベルで推移しており、1990年代後半以

降のほとんどの年は、1970年代と比較して20％以下という少ない状態だった。2012年は約30％と

やや高い値となった。10月の極小値は1992年に現れているが、これはピナトゥボ火山噴火（1991

年6月）に起因するエーロゾル粒子がこの時期に成層圏に多く混入し、エーロゾル粒子表面での不

均一反応のためにオゾン破壊が促進されたためと考えられる。一方、2002年は上述したように南

極域で成層圏突然昇温が発生したため、オゾン層破壊が大規模にならなかった。  

 

 

 

 

 

オゾンホール消滅日 

図Ⅰ3-7：オゾンホールの消滅日の経年変化 

1979～2012年の 220 m atm-cm以下の領域が消滅した日の経年変化。NASA提供の衛星データをも
とに作成。ただし、1995年は SBUV/2、2005年以降は OMIのデータをもとに作成した。なお、1997
年と 1998年については、衛星データの一部（1997年 12月 5日～13日、1998年 12月 13日～1999
年 1 月 2 日）が得られていないため、消滅日を特定できていないが、縦棒で示した期間中に消滅し
たと推定される。 
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図Ⅰ3-8：南極昭和基地における月平均オゾン全量の経年変化 

この図では、観測値をそのまま使用した（太陽活動など既知の周期的な自然要因と相関の高

い変動成分は除去していない）。 

図Ⅰ3-9：南極昭和基地上空（高度12～20km）の10月の月平均オゾン量の経年変化 

この図の値は、観測値をそのまま使用した(太陽活動など既知の周期的な自然要因と相関の高い変

動成分は除去していない)。 
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南極昭和基地上空のオゾンの長期変化傾向 

南極昭和基地上空のオゾンの鉛直分布の長期変化傾向を示すため、2012年の成層圏におけるオ

ゾン分圧の1979年に対する変化の割合（%）の高度分布を図Ⅰ3-10a, bに示す。これは、オゾンゾ

ンデ観測による高度別オゾン分圧について、太陽活動など既知の周期的な自然要因と相関の高い変

動成分を除去したのち折れ線フィッティングにより求めた値である。これをみると、通年では100 

hPa（高度15km）付近でのオゾン減少が大きく、春季（9～11月）はそれが特に顕著である。 

1997年以降の変化傾向を図Ⅰ3-10c, dに示す。通年では200hPa（高度10 km）付近、100hPa（高

度15km）付近で、春季では100hPa（高度15km）付近で有意な増加傾向がみられたが、それ以外

の高度では有意な傾向はみられなかった。このように、昭和基地上空のオゾンは、1997年以降一

部高度で有意な増加傾向も見られるが、1979年時点と比べれば、依然として広い高度範囲でオゾ

ン分圧の低い状態が続いているといえる。 

 

 

図Ⅰ3-10：南極昭和基地におけるオゾン分圧の長期変化傾向の高度分布 

オゾンゾンデ観測から求めた高度別オゾン分圧の長期変化傾向。上段 （a, b） は 2012 年の
成層圏におけるオゾン分圧の 1979年に対する変化の割合（%)。下段 （c, d） は 1997年以降
の変化傾向（%/10年）。横軸は変化量、縦軸は高度。外側の折線は 95%信頼区間。左 （a, c） 
は、通年で月別値（1～12 月）から、右（b, d）は春季で、月別値（9～11 月）の値から求め
た変化傾向。折れ線フィッティングによる長期変化傾向の解析から求めた。 

変化傾向（%/10年）                 変化傾向（%/10年） 

(c)1997年以降の変化傾向 (d)1997年以降の変化傾向 
高度 気圧 

気圧 高度 

変化の割合(%)                              変化の割合(%)

(a)2012年の 1979年に対する変化の割合(%) （b）2012年の 1979年に対する変化の割合(%) 
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第４章 北半球高緯度のオゾン層 

 

4－1 2012年の北半球高緯度のオゾン層の状況 

 

2012年春季の北半球高緯度では、極域成層圏雲に関連した大規模なオゾン全量の減少はみられ

なかった。北半球高緯度の3月の月平均オゾン全量は、参照値と比較して全般に正偏差となり、北

極周辺では＋10％以上多かった（図Ⅰ4-1b）。一方、アイスランドからノルウェーにかけて－5%

以下の負偏差となり、特にイギリスの北部では－10％以下の負偏差がみられた。 

衛星観測による北半球の3月の旬平均オゾン全量図を図Ⅰ4-2に示す。310 m atm-cmをオゾン全

量の少ない領域の目安としてみると、3月下旬にアイスランド付近からイギリス北部にかけてオゾ

ン全量の少ない領域がみられた。これらの領域では3月、4月に例年よりも対流圏界面が高かったこ

とがわかっており、オゾン全量の負偏差に対応していると考えられる。また、これらの領域では、

2005年3月にも対流圏の大気循環による影響によってオゾン全量の顕著な減少が観測されている

（気象庁, 2006）。 

図Ⅰ4-1：2012年3月の北半球の (a) 月平均オゾン全量、(b) 偏差（％）分布図 

等値線間隔は、月平均オゾン全量については15 m atm-cm、偏差については5%。北極点付近の白色
域は太陽高度角の関係で観測できない領域。比較の基準である参照値は1997～2006年の月別累年平
均値。NASA提供の衛星データをもとに気象庁で作成。 

 

（b）オゾン全量偏差（％） 

○2012年春季の北半球高緯度では、極域成層圏雲に関連した大規模なオゾン全量の減少はみら

れなかった。 

○3月下旬にアイスランド付近からイギリス北部にかけて 310 m atm-cm以下のオゾン全量の

少ない領域がみられた。これは、極域成層圏雲に関連した化学的な破壊によるものではなく、

対流圏の大気循環の影響によるものと考えられる。 

（a）オゾン全量 
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2011/2012年の北半球高緯度下部成層圏の気象状況 

図Ⅰ4-3aに2011/2012年の北半球高緯度における下部成層圏（50 hPa面）の北緯60度以北の領域

内における最低気温、図Ⅰ4-3bに－78 ℃以下の領域の面積を示す。下部成層圏の最低気温は、2011

年11月下旬から－78 ℃以下となり、2012年1月上旬までほぼ過去の平均より低く推移したが、1

月半ばから下旬にかけて気温が急速に上昇し、1月下旬の一時期に過去の最高値に近くなった。そ

の後、2月下旬以降は－78 ℃を上回るようになった。極域成層圏雲出現の目安である－78 ℃以下

の領域の面積は、11月末～2012年1月上旬までほぼ過去の平均より大きく推移したが、1月半ばか

ら面積は急減し、1月下旬にゼロとなった。その後、一時的な増加があったものの、2月以降で

は－78 ℃以下の領域はほぼ消滅した。このように、極域成層圏雲が出現する目安である－78 ℃

以下の領域は、1月下旬にはほぼ消滅し、面積の大きい状況は長期間継続しなかった。このため、

2012年春季には、北極域で極域成層圏雲に関係した大規模なオゾン破壊が起きなかったと考えら

れる。  

 

図Ⅰ4-2：北半球の旬平均オゾン全量分布図（2012年3月） 

北極点付近の白色域は太陽高度角の関係で観測できない領域。NASA提供の衛星データをもとに気
象庁で作成。 
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図Ⅰ4-3：北半球高緯度下部成層圏の(a) 最低気温および (b) 気温が-78℃以下の領域の面積 

（2011年7月～2012年6月） 

赤実線は2011年7月～2012年6月の北緯60度以北の50 hPa（高度約20 km）面における（a）日別の
最低気温と（b）極域成層圏雲の出現する目安となる－78 ℃以下の領域の面積。黒太線は累年平均
値で、7～12月は1979～2010年、1月～6月は1979～2011年の平均値。陰影の外の黒細実線は同期間
の最高（最大）値および最低（最小）値。陰影は標準偏差の範囲。a図の横の緑線は極域成層圏雲出
現の目安である－78 ℃を示す。気象庁の気候データ同化システム（JCDAS）による解析値をもと
に作成（累年平均値や標準偏差、最高値、最低値は、1979～1998 年の間はERA-40 を、1999～2004 
年はJRA-25 を、2005年以降はJCDASを使用して算出。ERA-40、JRA-25については巻末「用語解
説」を参照）。 

（a）50hPa 最低気温 

（b）50hPa -78℃以下の領域面積

2011年 2012年

2011年 2012年
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4－2 北半球高緯度におけるオゾン層の経年変化 

 

北半球高緯度の春季の経年変化をみるために、衛星観測（TOMSおよびOMI）データから求めた

北緯60度以北の3月の月平均オゾン全量の偏差およびイギリスのラーウィック（Lerwick：北緯60

度、西経1度）での地上観測による3月の月平均オゾン全量偏差を、図Ⅰ4-4に示す。ここでは比較

の基準として、オゾン全量が北半球高緯度で相対的に多い1979～1989年の累年平均値を選んだ。 

衛星データによると、1990年以降、データのない1995年と1996年を除き、－20 m atm-cmを超

える負偏差が21年のうち16回現れており、北半球高緯度でのオゾン全量が1990年以前に比べ少な

くなる年が多い7。最近では、2011年のオゾン全量は1997年についで2番目に少なかった。ラーウ

ィックの地上観測でも、1990年以降、春季に顕著なオゾン減少が現れており、特に1996、1997、

2005年は大規模であった。このうち1996年の負偏差は、約－80 m atm-cmに達した。2012年は、

衛星データとは逆に、2011年よりも負偏差が大きくなっている。これは4-1節でみたように3月の

イギリス周辺では、対流圏の大気循環の影響によるオゾン全量の減少が観測されたことに対応して

いる。  

 

 

 

 

 

 

 

冬季から春季の北半球高緯度のオゾン全量の変動の要因は、成層圏におけるオゾンの輸送と化学

的破壊であり、図Ⅰ4-4に示した月平均オゾン全量の変動もこの両者による変動を反映している。

そこで、オゾンの化学的破壊による影響を推定するため、その指標としてオゾンの輸送の影響が相

対的に少ない極渦内部8の日別オゾン全量を領域平均し、その3月における最低値を図Ⅰ4-5に示す9。

これによると、1990年以降は、1980年代と比べて最低オゾン全量が少ない年が多く、特に1993年、

1997年、2000年、2003年、2005年、2011年と数年おきに顕著な減少が発生し、特に2011年は、

                                                   
7 1995と 1996年には TOMSデータがないが、SBUV/2のデータを用いた解析によると、両年ともに春季にオゾ

ン全量の大規模な減少が観測されている（NOAA, 2005）。 
8 実際は計算の簡便化のため等価緯度 63度を極渦の境界とみなして計算している。「等価緯度」については、巻末

の「用語解説」を参照のこと。 

9 この指標は、オゾンゾンデ観測や数値モデル計算を用いて厳密に計算した各年の化学的な破壊量と相関がよいと
報告されている（Müller et al., 2008）。 

○春季の北半球高緯度におけるオゾン層破壊の規模の指標となる3月の最低オゾン全量は、1990

年以降、1980年代と比べて少ない年が多くなり、顕著な減少が数年おきに発生している。 

図Ⅰ4-4：北半球高緯度の3月のオゾン全量偏差の経年変化 

●はNASA提供の衛星観測（TOMSおよびOMI）データをもとに気象庁で作成した北半球高緯度（北
緯60度以北）の3月の平均オゾン全量（基準値は1979～1989年の平均値）からの偏差。なお、1995、
1996年はTOMSデータが欠測のため値がない。○印は、ラーウィック（英国、北緯60度、西経1度）
の3月の平均オゾン全量の1979～1989年の平均値からの偏差を示す。 
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これまで最も小さかった2000年の値を下回り1979年以降で最小となった。 

極域上空の成層圏における等価実効成層圏塩素（EESC）は、2000年頃を境に緩やかに減少して

いるものの、依然として高い状況が継続しているため、極渦が強く安定している年には、北半球で

あっても大規模なオゾン層破壊が発生する可能性がある。図Ⅰ4-5で示された数年毎の大規模な化

学的破壊は、こうした気象状況の影響と考えられる（気象庁, 2005; WMO, 2011; Manney et al., 

2011）。 

 

 

 

図Ⅰ4-5：北半球3月の極渦内（等価緯度北緯63度以北）で平均した日別オゾン全量の月最低値の経

年変化 

等価緯度（巻末「用語解説」参照）に相当する渦位およびその範囲は気象庁の気候データ同化システ

ム（JRA25とJCDAS）による渦位の解析値（等温位面475 K（高度約19km）上）から計算した。オ
ゾン全量データはNASA提供の衛星観測データをもとに気象庁で作成した。1995、1996年はTOMS
データが欠測のため値が値がない。また、極渦が3月以前に消滅したと推定される年は描画していな
い。 
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第Ⅱ部 紫外線の状況 

 

第１章 国内の紫外線 

1－1 2012年の国内の紅斑紫外線の状況 

 

国内 3地点（札幌、つくば、那覇）における紅斑紫外線量日積算値の 2012年の月平均値を図Ⅱ

1-1 に示す。札幌では年を通じて「並」か「多い」となり、特に 1～2 月はいずれもその月として

観測開始（1991 年）以来最大となった。つくばでは年を通じて「並」か「多い」月が多く、特に

8 月と 10 月はいずれもその月として観測開始（1990 年）以来最大となった。また、5～10 月は、

いずれもその月として観測開始以来第 5位以内となり、年平均値は観測開始以来第 2位となった。

那覇では、「並」の月が多かった。これらの特徴は、主に各地点の天候（雲量や日照時間など）の

状況を反映したものである。 

 

 

 

 

図Ⅱ1-1：2012年の紅斑紫外線量日積算値の月平均値 

国内3地点（札幌、つくば、那覇）における紅斑紫外線量日積算値の月平均値の年変化。●印は2012
年の月平均値。実線は参照値。縦線はその標準偏差。ただし、参照値は、1994～2008年の累年平均値
である。参照値からの差が標準偏差以内のときを「並」、それより大きいときを「多い」、それより小

さいときを「少ない」とした。 

○2012 年の札幌の紅斑紫外線量は、年を通じて「並」か「多い」となり、1～2 月はいずれも

その月として観測以来最大となった。 

○2012 年のつくばの紅斑紫外線量は、年を通じて「並」か「多い」月が多く、特に 8 月と 10

月はいずれもその月として観測開始以来最大となった。 

○2012年の那覇の紅斑紫外線量は、「並」の月が多かった。 

●多い、●並、●少ない 
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1－2 国内の紫外線の長期変化 

 

紅斑紫外線量の年積算値の経年変化 

観測開始（1990年代初め）以降の紅斑紫外線量年積算値の経年変化を図Ⅱ1-2に示す。国内3地

点の紅斑紫外線量は、観測を開始した1990年代初め以降、札幌とつくばで増加しており、増加率

はそれぞれ10年あたり4.9％、5.1％で統計的に有意である（信頼区間95％の全ての範囲で増加）。

増加の特徴としては、札幌では、主に1990年代半ばから2000年代に増加している。つくばと那覇

では、1990年代に増加した後、2000年代は変化傾向がみられなかったが、つくばの最近2年間は、

観測開始以来の第1位、第2位と高い値が続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「オゾン層破壊の科学アセスメント：2010」（WMO, 2011）によると、紅斑紫外線量の増加は

日本のみならずヨーロッパの一部でも見られる。地表に到達する紅斑紫外線量は、オゾン全量のみ

ならず、上空のエーロゾル量、雲の状況などの影響を受けるが、同アセスメントによると、ヨーロ

ッパの紅斑紫外線の増加の原因はオゾン全量の変化では説明できず、エーロゾル量や天候の変動が

原因とされている。国内のオゾン全量は1990年代半ば以降緩やかに増加していることから（第Ⅰ

部2-2節参照）、国内の紅斑紫外線量の増加は、天候やエーロゾル量の変化が原因として考えられ

る（気象庁, 2010; 気象庁, 2011）。 

 

 

 

 

 

○札幌とつくばの紅斑紫外線量年積算値は、1990年代初め以降それぞれ10年あたり4.9％、5.1％

で増加しているが、那覇では変化傾向がみられない。 

○札幌とつくばでは、日最大UVインデックス8以上の日が、1990年代初め以降それぞれ10年あ

たり6日、10日の割合で増加している。那覇では変化傾向がみられない。 

図Ⅱ1-2：紅斑紫外線量の年積算値の経年変化 

札幌、つくば、那覇における紅斑紫外線量年積算値の経年変化。年積算値は欠測を考慮し、欠測を

除いた紅斑紫外線量日積算値の月平均値を求め、その値に各月のカレンダー日数をかけ、12 か月
積算して算出している。●印は紅斑紫外線量の年積算値を示すが、○印となっている年は、年積算

の計算に用いる月平均値の中に 1か月の日別観測数が 20日未満の月が含まれることを示す。統計
的に有意（信頼度水準 95%）に増加している札幌とつくばについて全期間の長期的な傾向を直線
で示した。 
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日最大UVインデックス8以上の年積算日数の経年変化 

 環境省「紫外線環境保健マニュアル」では、UVインデックスが8以上の場合、日中の外出を控え

るなど特に配慮が必要としている。このような特に強い紫外線の観測日数の変化傾向をみるために、

国内3地点について日最大UVインデックスが8以上となった日の年積算日数を図Ⅱ1-3に示した。 

 平均的な年積算日数（観測開始～2012年で資料不足値の年も含めた平均値。以下、期間平均値

とする）は、札幌で12日、つくばで38日、那覇で138日である。緯度が南の地点ほど日数が多く、

那覇は札幌の約12倍の日数になる。経年変化についてみると、札幌とつくばでは、観測を開始した

1990年代初め以降に増加しており、増加率は10年あたりそれぞれ6日、10日で、それぞれ統計的に

有意である（信頼区間95％の全ての範囲で増加）。ただし、那覇は、1990年代に増加傾向がみられ

るが、2000年代以降では変化傾向はみられない。日最大UVインデックス8以上の年積算日数の増

加傾向の要因は、紅斑紫外線量年積算値と同様、天候やエーロゾル量の変化が原因として考えられ

る。 

 

 

 

 

図Ⅱ1-3：日最大UVインデックスが8以上の年積算日数の経年変化 

●印は、日最大 UVインデックスが 8以上（�8.0）の年積算日数。日最大 UVインデックスがそ
の月の 20%以上欠測となった月が一つ以上あれば、その年の年積算日数を資料不足値とした（図
中の○印）。ただし、過去に日最大 UVインデックス 8以上が観測されていない月（札幌は 1～4
月、10～12月、つくばは 1～3月、10～12月、那覇は 1月、12月）は積算の対象としない。 
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第２章 南極域における紫外線 

 

2－1 2012年の南極域における紅斑紫外線の状況 

 

南極昭和基地における紅斑紫外線量日積算値の2012年の月平均値は、9～11月はいずれも「少な

い」となり、9月は統計開始（1993年）以来で最も少なかった。また、10～12月は統計開始（1993

年）以来いずれも2番目に少なかった。それ以外の月は「並」か「多い」となった（図Ⅱ2-1）。 

オゾン全量と紅斑紫外線量は密接な関係があることから、オゾンホールが存在する期間（8～12

月）の昭和基地における紅斑紫外線量日積算値とオゾン全量の推移を図Ⅱ2-2に示す。9月下旬～10

月中旬、10月末～11月はじめ、11月中旬～12月中旬にかけてオゾン全量は参照値（1994～2008年

の累年平均値）より多く、その時期に対応して紅斑紫外線量日積算値は参照値より少なかった。こ

のように紅斑紫外線量日積算値の変動とオゾン全量の変動はよく対応している。  

全天日射量日積算値の参照値（1994 ～2008 年の累年平均値）は、極夜の明けた後の8 ～12 月

にかけて増加し、12 月に最大となっている（図Ⅱ2-2青破線）。これは、南中時の太陽高度が高く

なり、日照時間が長くなるためである。基本的には、紅斑紫外線量日積算値の参照値（赤破線）も

全天日射量の季節変化に対応して変化するが、全天日射量が最大になるより半月ほど前の11 月下

旬にピークが見られる。これは、この時期、例年オゾンホールの解消期にあたり、オゾン全量（緑

破線）が増加し、紫外線の吸収が日に日に強まるためである。 

しかし、2012年の昭和基地における紫外線量積算値は11月下旬にはピークを迎えず、年末まで

増加し続けた。これは11月中旬以降のオゾン全量の変化傾向が参照値と異なり、減少し続けたため

である。 

○2012年の南極昭和基地における 9～11月の紅斑紫外線量は、いずれも「少ない」となり、9

月は統計開始以来最も少なかった。 

●多い、●並、●少ない 

図Ⅱ2-1：2012年の紅斑紫外線量日積算値の月平均値

南極昭和基地における紅斑紫外線量日積算値の月平

均値。●印は 2012 年の月平均値。実線は参照値
（1994～2008 年の累年平均値）、縦線はその標準
偏差。ただし、極夜前後（5～7月）は参照値を算出
していない。また、8 月は、観測資料数が基準未満
（1か月あたり 20日未満）となったため、月平均値
を表示していない。参照値からの差が標準偏差以内

のときを「並」、それより大きいときを「多い」、

それより小さいときを「少ない」とした。 
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2－2 南極域における紅斑紫外線の長期変化 

 
南極昭和基地では6月が極夜などにより年平均値が算出できない年があるため、年平均値の代わ

りに紅斑紫外線量の多い時期である11～1月の3か月平均紅斑紫外線量日積算値の経年変化を示す

（図Ⅱ2-3）。この時期の紅斑紫外線量日積算値はオゾンホールの規模や消滅時期に大きく左右さ

れているため、大きく変動しているが、長期変化として、統計的に有意な増減はみられない。 

  

 

 

 

 

 

○南極昭和基地の11～1月の3か月平均は、1993年以降、統計的に有意な増減はみられない。 

図Ⅱ2-2：2012年の南極昭和基地における紅斑紫外線量日積算値とオゾン全量 

2012年の値（実線）のほか、紅斑紫外線量日積算値、オゾン全量および全天日射量の参照値
（累年平均値）を破線で示す。日別の参照値は、日別値を1994～2008年まで平均した後15日
移動平均をして求めた値。 

図Ⅱ2-3：1993年から 2012年までの南極昭和基地における 11～1月平均紅斑紫外線量日積算値

の経年変化 

南極昭和基地で紅斑紫外線量の多い時期である 11～1月の 3か月平均した紅斑紫外線量日積算
値。2012年のデータは 2012年 11月から 2013年 1月の 3か月平均値。
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資料 

資料1 南極各国基地におけるオゾン全量（2012年） 

 

  

 

図S-1：南極各国基地におけるオゾン全量（2012年） 

昭和基地（●印）、ハレー（△印）、ベルナドスキ/ファラデイ（×印）、ロゼラ（□印）およびア

ライバルハイツ（○印）における2012年8～12月のオゾン全量。ハレー、ベルナドスキ／ファラデイ、

ロゼラの観測値は英国南極研究所提供。アライバルハイツの観測値はニュージーランド水・大気研究

所提供。オゾンホールの目安である220 m atm-cmを緑破線で示した。 
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付録 

付録1 解析に使用した観測資料 

 

付録1－1 地上観測データ（オゾン）10
 

 

この報告で使用した地上観測データは、世界気象機関（WMO）の世界オゾン・紫外線資料セン

ター（WOUDC、カナダ・トロント）に登録されている 2012 年 12 月までのオゾン全量観測、オ

ゾン反転観測、オゾンゾンデ観測データである。2008 年から 2012 年のオゾン観測データが、

WOUDCに登録されている地点を図 A1-1に示す。 

オゾン全量観測データおよび反転観測データ： 

 気象庁のドブソンオゾン分光光度計によるオゾン全量観測およびオゾン高度分布観測（反転観測）

の開始は、1957年つくば、1958年札幌および鹿児島、1961年南極昭和基地、1974年那覇である

（鹿児島での観測は 2005年 3月に終了した）。また 1994年から南鳥島においてブリューワー分光

光度計によるオゾン全量観測を実施している。南鳥島の 2012年のオゾン全量データは速報値であ

る。なお、各地点の反転観測データについては、測定データの不確実性の再評価を行い、オゾンプ

ロファイルの最新導出アルゴリズムで処理（Miyagawa et al., 2009）したものを利用した。  

 

  

                                                   
10 オゾン観測の測器・原理については、下記の気象庁ホームページを参照のこと。 

http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-15ozone_observe.html 

図 A1-1：オゾン観測地点の分布（2008-2012年） 

【上図】全量観測は 146地点（ 印）、反転観測は 14

地点（▼印）、オゾンゾンデ観測は 50 地点（ 印）。

【左図】日本周辺域の拡大図。 
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オゾンゾンデ観測データ： 

 気球を用いたオゾン高度分布観測（オゾンゾンデ観測）を 1966年に南極昭和基地で、1968年に

札幌、つくば、鹿児島で、1989年に那覇で開始した（鹿児島での観測は 2005年 3月に終了した）。

なお、札幌とつくばでは 2009年 12月、那覇では 2008年 11月、南極昭和基地では 2010年 4月

に、オゾンゾンデを KC型から ECC型へ変更した。 

 

【KC型から ECC型オゾンゾンデの変更にともなうオゾン分圧参照値の補正について】 

これまで、オゾンゾンデに関する国際比較実験（JOSIE1996（WMO, 1998）、JOSIE2000（WMO, 

2004）、BESOS2004 （Deshler et al., 2008））によって、KC型とECC型の比較実験が実施されて

おり、両者の出力するオゾン分圧には系統的な差があることが報告されている。また、気象庁が実

施した両者比較実験でも、同様な差があることがわかっている。これらによると、KC型では、下

部対流圏においてオゾンが実際の値よりも過少評価されており、ECC型に比べて少なくなる傾向

（バイアス）がある。このため、指定気圧面ごとのオゾン分圧の参照値との比較図（図Ⅰ2-2、図

Ⅰ3-4）において、参照値で使用されるKC型データのバイアスを補正したうえで比較している（表

A1-1）。 

 
表 A1-1：参照値で使用される KC型データの指定気圧面別の補正係数 

気圧（hPa） 1000 925 850 700 600 500～1 

補正係数 1.18 1.15 1.13 1.08 1.04 1.00 

 

 

 

付録1－2 地上観測データ（紫外線）11
 

 

 気象庁では、ブリューワー分光光度計を用いた波長別の紫外線観測を、1990年 1月よりつくば

で、1991年 1月より札幌、鹿児島、那覇で開始した（鹿児島での観測は 2005年 3月で終了した）。

これは、オゾン層と密接な関連があり、生物に有害な B領域紫外線（UV-B）の地表到達量の状況

を把握するためである。観測している波長域は、地表に到達し、かつオゾン量の変動の影響を受け

て大きく変化する範囲を中心とする 290 nmから 325 nmまでである。また、気象庁は国立極地研

究所と共同で、南極昭和基地で 1991 年 2 月から研究観測を開始し、1994 年 2 月からは気象庁が

定常観測を実施している。なお、つくばと昭和基地では広帯域紫外域日射計による UV-B全量も同

時に測定している。 

なお、気象庁における波長別の紫外線観測は世界でも先駆的であり、当初、較正方法が確立され

ていなかった。このため、第Ⅱ部第1章の「図Ⅱ1-2 紅斑紫外線量の年積算値の経年変化」及び「図

Ⅱ1-3 日最大UVインデックス8以上の年積算日数の経年変化」の計算では、札幌とつくばの一部の

期間については、紫外線の観測データと全天日射量等の気象要素との比較検討に基づいて次のよう

な補正量を適用している。 

・札幌  観測開始～1994年1月 －5% 

・つくば 観測開始～1997年12月 ＋5% 

 

                                                   
11 紫外線観測の測器・原理については、下記の気象庁ホームページを参照のこと。
http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/uvhp/3-45uvb_observe.html  
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付録 1－3 衛星観測データ（オゾン） 

 

衛星による観測データとしては、ニンバス 7、メテオール 3、アースプローブの 3機の衛星のオ

ゾン全量マッピング分光計（TOMS；Total Ozone Mapping Spectrometer）のデータと、オーラ

衛星のオゾン監視装置（OMI；Ozone Monitoring Instrument）のデータを主に使用した。ニンバ

ス 7 とメテオール 3 両衛星のデータについては、アースプローブ衛星に用いられている処理方法

（ver. 8）で計算されたものを利用した。また、アースプローブ衛星の TOMSデータは 2007年 8

月に公開された修正版を利用した。オーラ衛星の OMIデータについては ver. 8.5のデータに地上

観測との差異がみられたため（図 A1-2）、2005年 1月から 2007年 11月分までは ver. 8を用いた。

2007年 12月以降は ver. 8.5のデータのみしか入手できないため ver. 8.5を使用している。ただし、

メテオール‐3衛星以後アースプローブ衛星による観測が始まるまでの一部の期間、およびオゾン

の長期変化に関連した解析の一部については、ノア衛星搭載のタイロス実用型鉛直サウンダ

（TOVS；TIROS Operational Vertical Sounder）の高分解能赤外放射計による世界のオゾン全量

データおよび太陽光後方散乱紫外線計（SBUV/2；Solar Backscatter UltraViolet）による世界の

オゾン全量データを使用した。各データとその使用期間は表 A1-2のとおり。なお、本文中の図の

キャプションでは、TOMSおよび OMIによるオゾン全量データを用いたことが明らかな場合は、

衛星・装置名は記載せず単に「NASA提供のデータをもとに気象庁で作成」とした。 

なお、解析データとしては利用していないが、OMI ver. 8.5のオゾン全量のバイアス補正を行う

ために、NASAが作成した SBUV（ver. 8.6） Merged Ozone Data Setsを利用した（NASA, 2012）。 

 

表 A1-2：解析に用いた衛星データ 

米国航空宇宙局（NASA；National Aeronautics and Space Administration） 
米国海洋大気庁（NOAA；National Oceanic and Atmospheric Administration） 

衛星名 ニンバス 7 メテオール 3 アースプローブ オーラ ノア ノア 

国/機関 米国/NASA 旧・ソ連 米国/NASA 米国/NASA 米国/NOAA 米国/NOAA

観測装置

名 

TOMS TOMS TOMS OMI TOVS SBUV/2 

期間 1978.11－

1993.4 

1993.5－

1994.11 

1996.7－ 

2004.12 

2005.1－ 1995 1995     

 

 

衛星によるオゾン全量観測データの地上観測との比較 

衛星データの長期的な安定性をみるため、TOMSおよびOMIによる観測値と、北緯30度から北

緯60度の領域にある地上の観測地点における観測値との月平均値による比較結果を図A1-2に示す。

これによれば、1979～1993年のニンバス7衛星のTOMSデータは、地上観測値に比べて約1%値が

高い傾向である。1993年5月以降のメテオール3およびアースプローブ衛星のTOMSデータは、ば

らつきが大きく、概ね地上観測値に比べて低い。一方、2005年以降、TOMSの後継としてOMIの

データを利用しているが、バージョン変更後のデータであるOMI ver. 8.5のデータは、ばらつきは

少ないものの、－2～－1%程度の地上観測値との偏差がある。ver. 8.5とver. 8のデータの存在する

期間（2005年1月～2007年11月）で、帯状平均した緯度ごとのデータについて比較すると、両者の

オゾン全量の差は、緯度や月によって大きさが一致する傾向がある（「オゾン層観測報告：2008」

付録1-2図A1-5参照）。この期間のデータから月別・緯度別に両者間のバイアス補正値を算出した。

しかし、OMI ver. 8.5のデータと北半球中緯度の地上観測との差の傾向が、2007年12月以後はそれ

以前より差が小さくなっており、傾向が異なっている。このため、NASAが作成したSBUV（ver. 8.6） 

Merged Ozone Data Sets（以下、マージデータとする）の帯状平均値を用いてバイアス補正値の
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図 A1-2：衛星データと地上観測データの比較 

北半球中緯度帯（北緯 30度－60度）の TOMSおよび OMI による観測値（月平均）と地上観測値
との偏差（%）の推移。地上の観測地点に対応する衛星データを求め比較した。オーラ衛星期間の●
は OMI ver. 8、○は OMI ver. 8.5のデータ。各月の比較地点数は 20～50地点。 

ニンバス 7 
メテオール 3

アースプローブ オーラ

調整を行った。具体的には、2005年1月～2007年11月のマージデータとOMI ver. 8の差の平均と、

2007年12月～2011年のマージデータとOMI ver. 8.5（バイアス補正済）の差の平均が同一となる

ように、2007年12月以降のOMI ver. 8.5（バイアス補正済）データを緯度毎にさらに補正した。本

報告では、緯度帯別の長期的な変化傾向を解析する際には、2007年12月以降のver. 8.5のデータに

マージデータで調整したバイアス補正を適用した。また、1993年5月～1994年11月の衛星データ（メ

テオール3衛星によるオゾン全量）は、オゾン全量の地上観測値からの差のばらつきが大きいため、

長期変化傾向の計算から除外している。 
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図A2-1：つくばにおけるオゾン全量の変化と各自

然変動要因との関係 

（a）月平均値、（b）季節変動除去値の時系列、
（c） 季節変動除去値の 49か月移動平均値（太線）
と太陽電波フラックスの 13 か月移動平均値（破
線：時間ラグを設定）、（d） 季節変動除去値の
13か月移動平均値（太線）と QBO の 7か月移動
平均値（破線：時間ラグを設定）、（e）季節変動、
太陽活動および QBO の影響を除去したオゾン全
量時系列（太線）。 

付録 2 長期変化傾向の算出における既知の自然変動成分の除去について 

 

オゾン全量はさまざまな要因によって変動す

る。一例として、図A2-1aにつくばにおける1970

年から2012年までのオゾン全量月平均値の推移

を示す。月平均値の推移には明瞭な季節変動がみ

られ、年平均値の20～30%程度の振幅をもってい

る。この時系列から季節変動成分を取り除いたオ

ゾン全量の変化を図A2-1bに示す。この経年変化

には、2～3年や10年程度のほぼ周期的な変動成

分が含まれており、オゾンの長期変化傾向（トレ

ンド）を正確に求めるには、季節変動に加え、こ

れらの変動成分をオゾンの時系列データから除

去する必要がある（吉松ほか, 2005）。 

オゾン全量の変動に影響を及ぼす季節変動以

外の要素として、約11年周期の太陽活動（図

A2-1c）、約2年周期のQBO（図A2-1d）がある。

そのほか、大きな火山噴火等で生じる大気混濁も

オゾン全量の変動に影響を及ぼす。なお、大きな

火山噴火等で生じる大気混濁の影響については、

各地点の直達日射量から算出した大気混濁係数

の13か月移動平均を指標とする。 

図A2-1eには季節変動、太陽活動の影響、およ

びQBO の影響を取り除いたオゾン全量の時系

列を示す。この時系列は、大気中のオゾン層破壊

物質の濃度の変化にともなう変動成分と、未知の

要因による変動成分が重なった時系列と考える

ことができ、この時系列からオゾンのトレンド

（長期変化傾向）を求める。 

 

実際のオゾン量の観測データから、各自然変動

成分を除去した時系列データを求める手順は以

下のとおり。 

1） オゾン全量の月平均値から月別累年平均値

を差し引き、全期間の平均値を加えることに

より季節変動を除去した時系列データを作

成する。 

2）オゾン全量の季節変動除去した値を目的変数

とし、太陽電波フラックスの13か月移動平均値、QBOの7か月移動平均値、およびトレンド成

分を説明変数とした重回帰式を求める（移動平均した太陽電波フラックス、QBOのいずれも地

点ごとにオゾン全量との相関が最も高くなるように時間ラグを設定。） 

3）この回帰式を用いて、太陽の活動を示す太陽電波フラックスおよびQBOの変動と対応するオゾ

ン全量の成分を算出し、目的変数からこれらの成分を除去した時系列を作る。 
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付録３ オゾン量の長期変化傾向の評価方法について 

 

EESCフィッティングによる長期変化傾向の評価 

オゾン量は、さまざまな周期の自然変動に伴って変動している。このため、オゾン量の長期的な

変化傾向を抽出するには、観測データから既知の周期的な自然変動を除去する必要がある（「付録

2」参照）。こうして得られるオゾン量は、1980年頃から大きく減少し、これは主にオゾン層破壊

物質によりもたらされたことが明らかになった。オゾン量の変動に与えるオゾン層破壊物質の影響

を見るために、EESC（Newman et al., 2007：等価実効成層圏塩素。巻末「用語解説」参照）の

時系列（図A3-1）と関連づけて解析がなされている。図A3-2には、既知の自然要因による変動成

分を除去した世界の地上観測によるオゾン全量月平均値（細線）とEESCの変化曲線に対応するオ

ゾンの変化成分（なめらかな実線）が描かれている（EESCはこの期間、1990年代後半付近にピー

クを持つ、上に凸の時系列となるが、その符合を反転してフィッティングされている）。このよう

に、EESCの変化曲線を当てはめることで、オゾン量の経年変化のうちオゾン層破壊物質の影響に

よる変化成分を取り出して理解することができる（この手法を「EESCフィッティング」と呼ぶ12）。 

本報告書第I部第1章1-2「世界のオゾン層の長期変化」では、中緯度用のEESCを用いて、以下の2

通りでEESCフィッティングによるオゾンの長期変化傾向を表現する。最も多いのは、フィッティン

グ曲線上の1979年のオゾン量（図A3-1のY1979）に対する、2012年のオゾン量（Y2012）の変化の割合

（=（ Y2012 －Y1979）/ Y1979×100（%））として示し、「2012年オゾン全量の1979年に対する変化

                                                   
12 計算手順の詳細は「オゾン層観測報告：2008」『解説３ トレンド（長期変化傾向）の評価』を参照のこと。 

図A3-2： EESCフィッティングによるトレンド解析 

自然変動要因による変動成分を除去した世界の地上観測によるオゾン全量月平均値と EESC
フィッティング曲線を模式的に示したもの。●は EESC フィッティング曲線上の値を示して
いる。 

（年） 

① 

m atm-cm 

Y1979 

Y2012 Y1989 

オ
ゾ
ン
全
量
 

中緯度域 EESC 

E
E
S
C
の
相
対
量
 

図A3-1： 等価実効成層圏塩素（EESC）の経年変化 

1980年を1とした相対的な値として示した。WMO（2011）と同様に、対流圏から成層圏に入っ
たオゾン層破壊物質が中緯度域まで塩素・臭素原子として到達するまでの時間を3年として算出。
また、臭素原子のオゾン破壊効率を60倍とした。EESCの数値は米国航空宇宙局（NASA）から
提供。 

EESCフィッティング
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の割合（%）」などのように表現する。つまり、オゾン層の破壊が進んだ1980年代直前の1979年の

値と比較して、オゾン層破壊物質の影響を考慮した長期的なオゾン量の減少の割合を示している。第

二に、1980年代の10年間の変化量を、1979～1989年（Y1989）における変化量（図A3-1の①の線の

傾きに相当。単位%/10年）として表現する場合がある。 

 

折れ線フィッティングによる長期変化傾向の評価 

EESCフィッティングの変化曲線（図A3-2）は、EESCの濃度の経年変化に比例して変動すること

から、1980年代から1990年代半ばまでの「大きな減少」と、1990年代半ば以降の「緩やかな増加」

に変化傾向を分類できる。領域平均したデータについては、概ねこのような変化傾向が当てはまるが、

個別の観測地点のデータでは、個々の地点の自然変動などの要因によって必ずしも当てはまらない場

合がある。このため、個別の観測地点のデータについては、EESCフィッティングの代わりに、EESC

が最大値となる1996年末を転換点13とした折れ線フィッティングによるトレンド解析から長期変化

傾向を算出した（図A3-3。折れ線フィッティングについては付録4参照)。図A3-3で。Y1979 を折れ線

上の1979年の値、Y2012を折れ線上の2012年の値とすると、2012年のオゾン量（Y2012 ）の1979年に

対する変化の割合を （＝（ Y2012 －Y1979）/ Y1979×100（%））として求めた。また、1980年代の

変化傾向は折れ線の前半部直線の傾きから求めた（単位は%/10年）。 

 

 

なお、本報告書において、折れ線フィッティングを使用して長期変化傾向を算出した図表は下記の

とおり。 

 図I2-5、表I2-1、表I2-2 【p.14～15：日本上空のオゾン全量の長期変化傾向】 

 図I2-6上段            【p.16：日本上空のオゾン鉛直分布の長期変化傾向】 

 図I3-10上段      【p.25：南極昭和基地上空のオゾンの長期変化傾向】 

 

 

 

                                                   
13 オゾン量の変化傾向が転換する年は、1990年代半ば頃だが地点や要素によって異なるが、統一して処理するた

め、EESCの変化傾向が転換する年（1996年末）を転換点として用いた。つまり、EESCが増加している 1979～

1996年と EESCが減少する 1997年以降に分けて計算することとした。 

図A3-3： 折れ線フィッティングによるトレンド解析 

自然変動要因による変動成分を除去した国内官署の地上観測によるオゾン全量月平均値と折

れ線フィッティングによる直線を模式的に示したもの。●は折れ線上の値を示している。 
 

(年) 

Y1979

Y2012 

オ
ゾ
ン
全
量
 

転換点 

前半部直線 後半部直線

折れ線フィッティング 



 

- 44 - 
 

 

最近の変化傾向の評価 

世界のオゾン量の長期変化傾向を求めるために使用したEESCの値は、1996年末にピークとなり、

以後減少している。このため、本報告書では1997年以降のオゾン量の変化を「最近の変化傾向」

として評価した。具体的には、世界のオゾン全量（第I部第1章1-2節）では、1997年以降のデータに

直線回帰を当てはめて変化傾向を算出した。国内および南極昭和基地の地点（第I部第2章2-2節、3-2

節）では、折れ線回帰の後半部の直線から1997年以降のトレンドを算出した。 

 

観測データの選別について 

第Ⅰ部第1章1-2節「世界のオゾン層の経年変化と長期変化傾向」で使用する地上観測地点の選択

にあたっては、毎月の月平均値と衛星による観測データとの全期間を通した比較において、データ

の精度に大きな問題がないと判断されることを基準とした。また、観測機器の変更等により観測デ

ータに不自然な段差がみられる場合には、その観測データに補正を施したのち、解析を行った。衛

星観測データの扱いについては付録1-3を参照。 
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図A4-1： 折れ線トレンドモデルの模式図

時刻 t=1~T0までが前半部、t=T0+1~Tまでが後半部となる。 

付録４ 折れ線フィッティングの計算について 

 

「折れ線フィッティング」は、以前よりオゾン量の長期トレンドの研究で用いられているが、本

報告書ではReinsel et. al (2002)による定式化を参考にした。なお、「オゾン層破壊の科学アセスメ

ント：2010」（WMO, 201）では、EESCによるトレンド値とともに、折れ線フィッティングによ

るトレンドの値も併記されており、重要な指標として扱われている。 

 

時刻 t = T0（月単位）でトレンド（年トレンド）がb�からb�だけ変化する「折れ線トレンドモデ

ル」を（１）式に示す（図 A4-１）。y�は時刻 tにおける目的変数（ここでは既知の周期的変動を除

去したオゾン量）、b�は切片、b�、b�は偏回帰係数。ε�は誤差項でここでは正規分布に従うとする。x��とx��が説明変数となる。 

 

 y� � b� � b�x�� � b�x�� � ε�  	t � 1,2, � , T�      ・・・・・・・・・（A4-１） 

  

x�� � t12                0 � � � T 

x�� �   � 0     t � T�       12
�              0 � � � T� T� � � � � 

 

 

 

 

（A4-１）式から最小二乗法によって切片、偏回帰係数の最良不偏推定量を求め、それぞれb�
�、b�

�、
b�
�とすると、b�

�は折れ線の前半部の傾き、b�
�は後半部の「傾きの変化」となり、b�

� � b�
�が後半部の

傾きとなる。Reinsel et. al (2002)では、誤差項について第１次の自己回帰モデル（AR1）を用いて

いるが、本報告書では誤差項は正規分布であると仮定して計算した。また、折れ線の転換点（T0）

は、本報告書で用いる EESCの値が最大となる 1996年 12月としている。 
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用語解説 

渦位：渦の強さを表す量。断熱変化で等温位面に沿った移動では渦位が保存量となるため、空気塊の追

跡などに用いられる。 

 

オゾン全量：地表から大気圏上端までの気柱に含まれる全てのオゾンを積算した量。仮に大気中のオゾ

ンを全て 1気圧、0℃として地表に集めたときに、オゾンだけからなる層の厚みをセンチメート

ル単位で測り、この数値を 1000 倍したもので、単位は m atm-cm（ミリアトムセンチメート

ル）または DU（Dobson Unit;ドブソン単位）である。地球全体の平均的なオゾン全量は約 300 

m atm-cmで、これは地表で約 3 mmの厚さに相当する。 

 

オゾン層破壊物質：成層圏オゾンを破壊する物質であり、通常、「オゾン層を破壊する物質に関するモ

ントリオール議定書」によりその生産等が規制されている物質を指す。主要なものとして、ク

ロロフルオロカーボン類（CFC-11、CFC-12、CFC-113など。これを日本では一般に「フロン」

と呼ぶ場合がある）、四塩化炭素、ハイドロクロロフルオロカーボン類（HCFCs）、1,1,1-トリ

クロロエタン、塩化メチル、ハロン類、臭化メチルなどがある。また、これらのオゾン層破壊

物質は温室効果ガスでもある。 

 

オゾン分圧：ある高さにおける大気の圧力すなわち気圧は、大気を構成する窒素、酸素、アルゴン等そ

れぞれの気体成分の圧力すなわち分圧の総和であり、その中でオゾンが占める圧力をオゾン分

圧という。通常mPa（ミリパスカル）で表す。 

 

オゾンホール：南極上空のオゾン量が極端に少なくなる現象で、オゾン層に穴のあいたような状態であ

ることから名づけられた。南半球の冬季から春季にあたる 8～10月ごろに発生発達し、11～12

月ごろに消滅するという季節変化をしている。 

 

オゾンホールの規模：オゾンホールの規模を定量的に表現するための世界的に統一された尺度はないた

め、気象庁では解説の便を考慮して、オゾンホールの状況を表す指標として、南緯 45度以南に

おける次の要素を定義し、人工衛星による観測資料を用いてこれらを算出し、公表している。 

   オゾンホールの面積：オゾン全量が 220 m atm-cm以下の領域の面積（単位：km2）。オゾンホ

ール発生以前には広範囲に観測されなかったとされるオゾン全量が 220 m atm-cm以下の領域

の面積であり、オゾンホールの広がりの目安を与える量。 

   最低オゾン全量：オゾンホール内のオゾン全量の最低値（単位：m atm-cm）。オゾンホールの

深まりの目安を与える量。 

   オゾン欠損量（破壊量）：南緯45度以南のオゾン全量を300 m atm-cm（オゾン全量の全球平均値）

に回復させるために必要なオゾンの質量（万トン単位）。オゾンホール内で破壊されたオゾン

の総量の目安を与える量。 

 

極域成層圏雲（PSCs）：PSCsは Polar Stratospheric Clouds の略で、極域上空の成層圏気温が－78℃

以下に低下した際に、硝酸や水蒸気から生成される雲である。通常、クロロフルオロカーボン

類から解離した塩素の大部分は、下部成層圏ではオゾン層を破壊する作用のない塩素化合物の

形で存在しているが、極域成層圏雲の表面での特殊な化学反応（不均一反応）により、塩素ガ

スとして大気中に大量に放出される。この塩素ガスに太陽光線が射すと、活性な塩素原子が放

出され、オゾンの破壊が急激に進行する。オゾンホールの生成などには、この極域成層圏雲の

発生が大きく影響する。 
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気象庁ホームページ「オゾン層について」も参照のこと。 

 http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-10ozone.html 
    

 

 

極渦（極夜渦）：、北極および南極上空にできる、大規模な気流の渦のこと。極域上空の成層圏では、

太陽光が射さない冬季（極夜）の間に、極点を中心として非常に気温の低い大気の渦が発達し、

これを極渦あるいは極夜渦という。 

 

紅斑紫外線量・UVインデックス：太陽光に含まれる紫外線を継続的に浴びると、皮膚が赤くなる（紅斑）

などの変化が起きる。これが長年にわたって繰り返されると、皮膚ガンや白内障の発症率の増

加など健康に悪影響を与えることが知られている。紅斑紫外線量は、人の皮膚に及ぼす影響を

示すために、波長によって異なる影響度を考慮して算出した紫外線量である。なお、紅斑紫外

線量を、日常生活で使いやすい簡単な数値とするために、指標化したものが UV インデックス

である。波長別紫外線強度から紅斑紫外線量・UV インデックスを算出する方法は、気象庁ホ

ームページ「UVインデックスを求めるには」 

http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/uvhp/3-51uvindex_define.htmlを参照のこと。 

 

参照値：オゾン・紫外線の変動を表すための基準として用いる一定期間の累年平均値。地上気温などほ

かの気象要素が 1981～2010 年の 30 年間平均を「平年値」としていることに対し、オゾン・

紫外線は下記のとおり期間や年数が通常の「平年値」と異なることから「参照値」と称してい

る。本報告書では、世界平均のオゾン量の減少傾向が止まり、オゾン量が少ない状態で安定し

ていた 1994～2008 年の平均をオゾン量の参照値としている。紫外線量の参照値についても、

オゾン量の変動と比較しやすいようにオゾン量と同じ期間とした。なお、1994～2008 年の期

間でデータの一部が存在しない要素については、参照値期間が短くなっている。本報告書にお

ける参照値は必要に応じて該当箇所で示すが、主なものは以下のとおり。 

 

    オゾン全量・オゾン分圧：地上観測のオゾン全量およびオゾンゾンデ観測の参照値は、基本的

に 1994～2008年の累年平均値である。 

衛星観測によるオゾン全量:アースプローブ衛星およびオーラ衛星（ただし OMIver.8 のデー

タ）による 1997～2006年の累年平均値。 

    紫外線量：1994～2008年の累年平均値。 

 

等価緯度：等渦位線で囲まれた領域の面積を示す指標。ある渦位の等値線で囲まれる領域（内部の渦位

が大きい）の面積が、極を中心とした緯度線で囲まれた面積と等しくなる時の緯度を、その渦

位に対する等価緯度とする。等価緯度は、極渦の境界線の位置を定量的に把握するための解析

に用いられるが（Nash et. al, 1996）、第Ⅰ部4-2節では、簡便な方法として、等価緯度北緯63

度（領域面積が北緯63度以北の面積となる渦位）を春季の極渦の境界としている（Müller, 2008）。 

 

反転観測：上空のオゾン量の鉛直分布を測定する観測方法の一つ。ドブソンオゾン分光光度計あるいは

ブリューワー分光光度計を用いて、天頂光の強度比を連続観測すると、太陽高度角が低くなる

に従って2つの波長の強度比は初め増加し続けるが、途中から減少し始める。この強度比の変化

の様子を「反転」呼び、反転現象を観測することを反転観測と呼ぶ。反転の様子はオゾン量の

鉛直分布により異なるため、大気を高度別にいくつかの層に分けた層別のオゾン量を求めるこ

とが可能である。 
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不均一反応：気体分子が固体または液体の表面で起こす反応など、異なる相の間で起こる化学反応。不

均一相反応、異相反応ともいう。極域では極域成層圏雲の、また中緯度帯においては成層圏の

硫酸エーロゾルの表面で起きる不均一反応が、下部成層圏でのオゾン破壊に重要な役割を果た

している。 

気象庁ホームページ「南極でオゾンホールが発生するメカニズム」も参照のこと。 

http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-22ozone_o3hole_mechanism.html 

  

 

偏差（％）：偏差に（％）を付けて表現している場合、偏差（基準値からの差）を基準値で割った大き

さを百分率で示している。本稿の第 2章と第 3章では、偏差の他に、偏差を標準偏差で割った値

である規格化偏差も用いている。 

 

EESC：Equivalent Effective Stratospheric Chlorineの略で、等価実効成層圏塩素のこと。成層圏におけ

る臭素と塩素のオゾン破壊能力に関する標準化された指標であり、オゾン層破壊物質の濃度の

指標。クロロフルオロカーボン類（CFC類）の過去の放出量や地上での観測結果と、モデル計

算に基づく成層圏での分解割合に基づき算出されている。 

気象庁の長期トレンド解析に用いているEESCについては、「オゾン層観測報告：2010」の「解

説2 等価実効成層圏塩素（EESC）」を参照のこと。 

 

ERA-40：ヨーロッパ中期予報センター（ECMWF）で作成された対象期間約45年（1957～2002年）の

大気再解析プロジェクトのこと。このプロジェクトで作成されたデータセットを指す場合もあ

る。（Uppala et al., 2005） 

 

JCDAS：JMA Climate Data Assimilation Systemの略で、気象庁の気候データ同化システムのこと。

JRA-25と同等の全球数値解析予報システムを用いてリアルタイムの気候データを作成してい

る。 

 

JRA-25：Japanese Re-Analysis 25 yearsの略で、対象期間1979～2004年の日本で行われた大気の長期

再解析プロジェクトのこと。気候の推移を正確に把握することを目的とし、季節予報モデルの

高度化や気候研究のための高精度の気候データセットを気象庁と財団法人電力中央研究所の共

同研究として作成した。このデータセットのことを指す場合もある。(Onogi et al., 2005) 

 

NCEP-NCAR：NCEP（National Centers for Environmental Prediction：米国環境予測センター）と NCAR

（National Center for Atmospheric Research：米国大気研究センター）のこと。 

 

NOAA/NCEP：米国海洋大気庁（National Oceanic and Atmospheric Administration）の米国環境予測セ

ンター（National Centers for Environmental Prediction）のこと。 

 

QBO：Quasi-Biennial Oscillationの略で、準2年周期振動のこと。赤道付近の成層圏で、東風と西風が約

2年の周期で交互に出現する現象。気温やオゾン量にも準2年周期振動があることが知られてい

る。QBOとオゾン全量の変動の関係については、気象庁ホームページ「オゾン量の経年変化に

影響を及ぼす自然変動」でより詳細に解説している。 

 （http://www.data.kishou.go.jp/obs-env/ozonehp/3-24ozone_o3variability.html） 
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WOUDC：World Ozone and Ultraviolet Radiation Data Centreの略で、世界オゾン・紫外線資料センタ

ーのこと。世界気象機関（WMO）の全球大気監視（GAW）プログラムの下にカナダ気象局に

設立され、世界中で観測されたオゾンおよび紫外線のデータを収集、管理、提供している。 
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